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マイナンバー等分科会 中間とりまとめの概要

「世界最先端のIT利活用社会」のインフラとして、マイナンバー制度の普及と利活用を図る

ため、国・地方・民間が連携して取り組むべき事項を取りまとめ。

【目指すべき社会】

 誰もがより安全・安心にインターネットを利用できる基盤を持つ社会
 誰もが必要な時に自身の情報にアクセスし、利活用でき、サービスへの満足度

が向上する社会
 国・地方・民間の様々な手続き・サービスが、シームレスかつ効率的に連携し、

広く電子的に完結できる社会

個人番号カード

誰もが取得できる
実社会・オンラインの

本人確認手段

• 暮らしに係る公的サービスに係るカード類（健康保険証、印鑑登録カード等）や、
広く保有される資格の証明書類（国家資格等の資格の証明書、国家公務員身分
証明書等）等の、個人番号カードへの一元化／一体化

• コンビニ交付等、個人番号カードを利用した利便性の高いサービスの拡大
• 官民の様々な本人確認を要する手続きでの利用に向けた調整・周知
• オンライン本人確認手段である公的個人認証サービスの行政・民間利用の拡大
• 取得に係る本人負担の軽減 等

マイポータル/マイガバメント

暮らしに係る利便性の高い
官民オンラインサービスの提供

• 利用者に係る特定個人情報や医療・介護・健康等に係る自己情報の閲覧
• 利用者の利益になる情報を提供するプッシュ型サービス
• 引越しや死亡等のライフイベントに係るワンストップサービス
• サービスに必要な情報をデータで入手・利用できる仕組み
• シームレスなサービス利用に向けた本人確認に係る官民連携基盤
• スマートフォンやCATV等、利用チャンネルや認証手段の拡大
• 高齢者等が安心して利用できるサポート体制や代理利用の環境整備

個人番号/法人番号

名寄せ・突合による
情報の正確で迅速な確認

• 行政における個人番号を利用した業務・システム見直し
• 行政が保有する法人に係る公開情報への法人番号の付与の徹底
• 法人番号を利用した法人ポータルの構築

これらに近接し、更なるメリットが期待できる以下の分野へのマイナンバー利用範囲の拡大等を検討
①戸籍事務、②旅券事務、③預貯金付番、④医療・介護・健康情報の管理・連携、⑤自動車登録事務

平成２６年５月２０日
マイナンバー等分科会
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個人情報の保護に関する法律 及び 行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律案

個人情報保護法

番号利用法

個人情報の保護と有用性の確保に関する制度改正

特定個人情報（マイナンバー）の利用の推進に係る制度改正

○個人情報の取扱いの監視監督権限を有する第三者機関（個人情報
保護委員会）を特定個人情報保護委員会を改組して設置 など

○金融分野、医療等分野等における利用範囲の拡充
⇒預貯金口座への付番、特定健診・保健指導に関する事務における利
用、予防接種に関する事務における接種履歴の連携等

 情報通信技術の進展により、膨大なパーソナルデータが収集・分析される、ビッグデータ時代が到来。
 他方、個人情報として取り扱うべき範囲の曖昧さ（グレーゾーン）のために、企業は利活用を躊躇。（例：大
手交通系企業のデータ提供）

 また、いわゆる名簿屋問題（例：大手教育出版系企業の個人情報大量流出）により、個人情報の取り扱
いについて一般国民の懸念も増大。

背景

 個人情報の定義を明確化することによりグレーゾーンを解決し、また、誰の情報か分からないように加工され
た「匿名加工情報」について、企業の自由な利活用を認めることにより経済を活性化。

 他方、いわゆる名簿屋問題対策として、必要に応じて個人情報の流通経路を辿ることができるようにし、また、
不正に個人情報を提供した場合の罰則を設け、不正な個人情報の流通を抑止。

対応

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
制度見直し方針では、２つの方向性を示させて頂きました。

まず、１つ目は、「ビッグデータ時代におけるパーソナルデータ利活用に向けた見直し」です。
・保護されるパーソナルデータの明確化
・個人データを加工し個人が特定される可能性を低減したデータに関し、第三者提供にあたって、本人同意を要しない類型を設けたらどうか。この類型を取り扱う事業者の義務を法的に措置したらどうかというものです。

２つ目は、独立した第三者機関の体制整備です。

この方向性に基づき、大綱を議論しております。
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１．個人情報の定義の明確化

個人情報の定義の明確化
第２条第１項、第２項

特定の個人の身体的特徴を変換したもの（例：顔認識データ）等は特定の個人を識別する情報であ
るため、これを個人情報として明確化する。

要配慮個人情報
第２条第３項

本人に対する不当な差別又は偏見が生じないように人種、信条、病歴等が含まれる個人情報について
は、本人同意を得て取得することを原則義務化し、本人同意を得ない第三者提供の特例（オプトアウ
ト）を禁止。

２．適切な規律の下で個人情報等の有用性を確保

匿名加工情報
第２条第９項、第10項、
第36条～第39条

特定の個人を識別することができないように個人情報を加工したものを匿名加工情報と定義し、その加
工方法を定めるとともに、事業者による公表などその取扱いについての規律を設ける。

個人情報保護指針
第53条

個人情報保護指針を作成する際には、消費者の意見等を聴くとともに個人情報保護委員会に届出。
個人情報保護委員会は、その内容を公表。

３．個人情報の保護を強化（名簿屋対策）

トレーサビリティの確保
第25条、第26条

受領者は提供者の氏名やデータ取得経緯等を確認し、一定期間その内容を保存。また、提供者も、受
領者の氏名等を一定期間保存。

データベース提供罪
第83条

個人情報データベース等を取り扱う事務に従事する者又は従事していた者が、不正な利益を図る目的
で提供し、又は盗用する行為を処罰。

個人情報保護法の改正内容①

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
制度見直し方針では、２つの方向性を示させて頂きました。

まず、１つ目は、「ビッグデータ時代におけるパーソナルデータ利活用に向けた見直し」です。
・保護されるパーソナルデータの明確化
・個人データを加工し個人が特定される可能性を低減したデータに関し、第三者提供にあたって、本人同意を要しない類型を設けたらどうか。この類型を取り扱う事業者の義務を法的に措置したらどうかというものです。

２つ目は、独立した第三者機関の体制整備です。

この方向性に基づき、大綱を議論しております。
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４．個人情報保護委員会の新設及びその権限
個人情報保護委員会
（H28.1.1施行時点）
第50条～第65条
（全面施行時点）
第40条～第44条、
第59条～第74条

内閣府の外局として個人情報保護委員会を新設（番号法の特定個人情報保護委員会を改
組）し、現行の主務大臣の有する権限を集約するとともに、立入検査の権限等を追加。（なお、
報告徴収及び立入検査の権限は事業所管大臣等に委任可。）

５．個人情報の取扱いのグローバル化
国境を越えた適用と外国執行当
局への情報提供
第75条、第78条

日本国内の個人情報を取得した外国の個人情報取扱事業者についても個人情報保護法を原則
適用。また、執行に際して外国執行当局への情報提供を可能とする。

外国事業者への第三者提供
第24条

個人情報保護委員会の規則に則った方法、または個人情報保護委員会が認めた国、または本人
同意により外国への第三者提供が可能。

６．その他改正事項

オプトアウト規定の厳格化
第23条第２項～第4項

オプトアウト規定による第三者提供をしようとする場合、データの項目等を個人情報保護委員会へ
届出。個人情報保護委員会は、その内容を公表。

利用目的の制限の緩和
第15条第２項

個人情報を取得した時の利用目的から新たな利用目的へ変更することを制限する規定の緩和。

小規模取扱事業者への対応
第２条第５項

取り扱う個人情報が5,000人以下であっても個人の権利利益の侵害はありえるため、5,000人以
下の取扱事業者へも本法を適用。

個人情報保護法の改正内容②

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
制度見直し方針では、２つの方向性を示させて頂きました。

まず、１つ目は、「ビッグデータ時代におけるパーソナルデータ利活用に向けた見直し」です。
・保護されるパーソナルデータの明確化
・個人データを加工し個人が特定される可能性を低減したデータに関し、第三者提供にあたって、本人同意を要しない類型を設けたらどうか。この類型を取り扱う事業者の義務を法的に措置したらどうかというものです。

２つ目は、独立した第三者機関の体制整備です。

この方向性に基づき、大綱を議論しております。
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マイナンバーの利用範囲の拡大等について

『世界最先端IT国家創造宣言』（平成26年６月24日閣議決定）等を踏まえ、さらなる効率化・利便性の向上が見込まれる分野に
ついてマイナンバーの利用範囲の拡大や制度基盤の活用を図るとともに、マイナンバー制度の主たる担い手である地方公共団
体の要望等を踏まえ、所要の整備を行う。

① 健康保険組合等が行う被保険者の特定健康診査情報の管理等に、マイナンバーの利用を可能とする。

② 予防接種履歴について、地方公共団体間での情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携を可能とする。

① すでにマイナンバー利用事務とされている公営住宅（低所得者向け）の管理に加えて、特定優良賃貸住宅（中所得者向け）
の管理において、マイナンバーの利用を可能とする。

② 地方公共団体が条例により独自にマイナンバーを利用する場合においても、情報提供ネットワークシステムを利用した情報
連携を可能とする。

③ 地方公共団体の要望等を踏まえ、雇用、障害者福祉等の分野において利用事務、情報連携の追加を行う。

① 預金保険機構等によるペイオフのための預貯金額の合算において、マイナンバーの利用を可能とする。

② 金融機関に対する社会保障制度における資力調査や税務調査でマイナンバーが付された預金情報を効率的に利用できる
ようにする。

１．預貯金口座へのマイナンバーの付番

２．医療等分野における利用範囲の拡充等

３．地方公共団体の要望を踏まえた利用範囲の拡充等

【参考】
『世界最先端ＩＴ国家創造宣言』（平成25年６月14日閣議決定） 抄
Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取組
３．公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられる社会の実現
（１）利便性の高い電子行政サービスの提供

マイナンバーによる情報連携等により、更なる効率化・利便性の向上が見込まれる分野については、制度の趣旨や個人情報の保護等に配慮しつつ、マイナンバーの利
用範囲の拡大や制度基盤の活用について検討を進める。



2015年(H27年)
10月

2016年(H28年)
1月

2017年(H29年)
7月頃

2018年(H30年)以降～

健康医療分野における番号の活用（イメージ）
○マイナンバー法※は、マイナンバーを行政機関が行政事務に用いることを前提
○番号の民間利用については、番号制度のインフラをうまく活用して、民間の利用者が利用しやすいものとする必要

●マイナンバーの通知

※行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）

●自治体等の情報連携開始

※ 27年常会にマイナンバー法改正案を提出

○システム改修やネットワーク接続などインフラの構築

○データの標準化・普及推進

オンライン資格確認の段階的な導入を目指す
(平成29年７月の自治体等の情報連携開始以降）

我が国は国民皆保険なので、
医療保険の資格確認の仕組み
を作れば、医療連携にも活用
できる

予防接種の履歴の共有
（市町村間での接種歴の連携）

保険者間の健診データの連携
（資格異動時に特定健診のデータを連携）

●番号利用開始

ステップ１ 行政機関における医療分野での利用拡充

ステップ２ 医療保険システムの効率化・基盤整備

医療保険のオンライン資格確認
番号制度のインフラを活用して、保険者と医療
機関の間で、患者の資格を効率的に一意的に
確認するネットワークを構築

ステップ３ 医療連携や研究分野に番号を活用

医療機関・介護事業者等の連携
（地域レベル、複数地域間での連携）

・病院での検査結果をかかりつけ医の診療に活用
・救急医療で他医療機関での過去の診療情報を確認
・医療・介護従事者が連携して地域包括ケアを実現

本人への健康医療情報の提供・活用
（ポータルサービス）

健康・医療の研究分野
（コホート研究、大規模な分析）

厚生労働省
作成資料
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医療保険のオンライン資格確認（イメージ）

①ＩＣカード
を提示

医療機関

ピッ

②オンラインで被保
険者の資格情報を
要求

③資格情報を表示

ピッ

医療保険者

④正確な資格情
報をもとに医
療費請求

・保険者番号
・負担割合
・被保険者番号 等

【オンライン資格確認】【現 在】

①保険証を提示
医療機関

②被保険者資格情報
を券面から書き取り

③窓口で提示された
資格情報をもとに
医療費請求

医療保険者

情報の書き取りミス
や、被保険者証の確
認ミス等により過誤
請求となる場合あり

オンライン資格確認により事務の効率化と過誤請求の縮減に寄与する

保険証

ＩＣカードの認証の仕組
みを活用したオンライン
での資格確認システム

資格情報 マイナンバー

資格情報

資格情報をマイ
ナンバーと紐づ
けて管理

厚生労働省
作成資料
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地域創生に必要となる医療ICT基盤（案）

代理機関

地域の医療リソースの特性を踏まえ、医師だけでなく在宅医療に携わるチーム全員が連
携できる利便性の高い情報流通基盤を構築する必要がある。

①本人同意

⑤更新通知

⑦提供情報

⑥提供依頼⑧運用通知
（プッシュ型
を含む）

医療機関

情報共有システム
（グループウェア等）

患者/家族

調剤薬局

医療連携システム
（ASPサーバ等）

②更新通知

④提供情報

③提供依頼

ケアマネ

ヘルパー 等

診療情報など
多職種連携に
必要な情報を
収集・流通

■在宅医療で必要な情報を多職種で流通させる仕組みの例
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